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「信頼できる情報社会」を目指して

それはね、
おまえを

食べるためさ！

おばあちゃんのおくち
どうしてそんなに
大きいの？

誰？

表情、声色、服装、雰囲気‥
私たちは様々な情報と経験から直観的に
相手を信頼して良いか判断します。

それでも不安なときは、誰かに聞いたり、
調べたりするかもしれません。

あるいは、「今すぐには判断しない」ことも
あるでしょう。

OPは、インターネット上の情報発信者を明らかに
するとともに、過去から今に至る第三者の評価を
可視化することにより直観を裏付け、信頼できる
情報が流通する社会を目指します。

–—では、インターネットでは？ –—
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人に何かを伝えるとき、自分は信頼できると示すために、第三者の評価に頼ることがあります。

本人が「信頼してください」と言うだけでは十分ではないためです。そこで、社会の中で実績があ
り、多くの人に認識されてきた人や組織が「この人は本物です」と太鼓判を押すことで、信頼が得ら
れるようになります。

OPの仕組みでは、この「社会の中で認識されている第三者」の役割を、情報空間で実現します。
さらに、このような第三者の主体を複数、用意します。こうして、現実社会の信頼をウェブの情報に
重ね、情報の発信に誰が関わり、実在しているかを伝えることによって、情報の確からしさを示しま
す。

「信頼できる情報社会」を目指して

太鼓判

社会の中で
認識
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コンテンツ作成者が加盟する業界団体等、社会の中で認識されている組織が発信者の実在を示し、その情
報を誰もが確認できるようになります。また、情報に基づく自動処理も可能になります。
OP技術の浸透により信頼が可視化・価値化される情報空間が構築されます。

コンテンツが改変や切り取りされていないか

コンテンツ作成者が誰か、どのような者か

OPによって実現できること

社会の中で認識されている組織が
コンテンツ作成者の実在を確認（太鼓判）

太鼓判

現実社会では、私たちは「誰が言っているか」「その人は誰にどう認識されているか」を重視し、その内容を判断します。
OPは、これを情報空間でも実現します。

偽・誤情報が
判別しやすい！

組織

作成者
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太鼓判は、届ける場所にも

「太鼓判」の仕組みは、コンテンツ作成
者だけにとどまりません。

コンテンツを配信する先の、ユーザーの
目に触れるサイト運営者（例: ポータルサ
イト、プラットフォーム）や広告事業者な
どもOPを導入することで、信頼性の可視
化範囲が広がります。

そうして、偽・誤情報が入り込みにくい
エコシステムができ、ユーザーの安全性が
高まります。

サイト運営者や広告事業者などがOPを導入

？

Portal News

Portal 
News

？
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OPは受信者の健全な判断を支える
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受信者のメリット: 

想定通りの情報を受け取れる

-だれが発信したかを確認できる

-どのような発信者かを
知ることができる

-コンテンツが改変や切り取り
されていないか確認できる

発信者のメリット: 

発信者の意図通りに届けられる

-コンテンツが改変や切り取り
なしに届く

-他のサイトに丸ごとコピーされな
い

複数の「社会で認識されている第三者」による

発信者についての情報の保証
(Attestation)

-発信者が実在すること
（法人であること）

-発信者が特定の個人や組織
（業界団体等）に属していること

-発信者が第三者が定める基準に
合致し、認証を受けていること
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情報発信者やサービスの提供者の真正性を確認・保証できるOPのエコシステムが、
様々な業界に広がっていくことで、社会全体で情報の信頼性と安全性が向上します。

経済的損失と詐欺被害の防止

民主主義への寄与、公正な社会に貢献

生命・健康・安全の確保

メディア

公的機関

OPのエコシステム

選挙情報

OPエコシステムの広がりと社会への貢献
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行政

金融・決済
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OPの適用領域
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AIを支えるOP

人が情報やサービスに直接接する時も、エージェントが人に代わり情報の収集・分析や手続きをす
るときも、情報・サービスの出所と信頼性の確認は欠かせません。
ブラウザやAIエージェントによる自動化が進むからこそ、発信者の証明やサービスの使い方を正確
にAIに伝えられる技術が重要になります。

OPはウェブ技術と共に、AIによるコンテンツとサービスに対する、より正確な理解を支えます。

ネット情報をブラウザで調べる

(発信者の信頼性をOPで確認)

ネット情報を対話型AIで調べる

(信頼性は情報源をOPで確認)

AIエージェントが利用者に

代わり信頼性判断と処理

OPの適用領域
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AIとOPの連携

ユーザーを代行するAIが、

タスクを安全に遂行、危
険な場合は回避

AIがコンテンツや広告の
取捨選択にOPを利用

OPの適用領域
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?

ショッピング

SNS活動

オンライン取引

❖ AI による自動化
人を代行するAIが、サイトの信頼性を判断する材料は何でしょうか？

検索や投稿、決済を行うとき、サイトやサービスの信頼性を判断するために、ユーザー
保護の観点でOPを活用できます。
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メール/SMS/チャット/広告とOP (SNSは後述)

❖ メーラー・サーバ・ブラウザがOPを使い利用者を保護
現在のEメールでは「送信者が本物か」は、簡単にはわかりません。
OPによりメールの送信者情報を、確実・簡単に確認可能になります。

?

OPの適用領域

❏ リンクからページを開くときに、不審な場合は警告を表示し、

フィッシング被害を減らします

❏ 許認可・免許・認証情報などに基づくOPを使えば、なりすま

しはできなくなります

銀行からの
ご連絡
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SNSとOP

❖ SNSの様々な問題解決に寄与

アカウントが本物かどうかが重要な場面でも、情報

源の信頼性について判断が難しいのが実態です。

SNS事業者とOPの連携により、真正性の表示にと

どまらない活用が可能です。

❏ 許認可情報を活用した表示や推薦

❏ リンクを開くときの安全確認

❏ なりすましからの防御

❏ 災害時の安全情報優先表示

❏ 広告の安全性確保

❏ タイムライン改善

OPの適用領域

許認可情報の活用

リンクを開く
時の安全確認

なりすまし
からの防御

災害時の
安全情報
優先表示

広告の
安全性確保
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ネットメディアとOP

OPの適用領域

偽ニュース

闇
バ
イ
ト
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❖ 情報ソース・発信者の明確化
ネットの情報が社会に対して一定の影響力を持つなか、

偽情報への接触や意図しない改ざんなどをOPにより抑制で

きます。

❏ 不確かな情報・フェイク情報等への接触

❏ 不法サイトなどへの広告誘導

❏ 詐欺的広告や闇バイト広告

❏ ニュースサイトや動画サイト運営者などと連携

❏ 他の業界団体と連携し、画像・動画の撮影・作成から

表示まで一貫した安全性を目指す
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ユースケース
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ユースケース

❖ 生命・健康・安全の確保

1. 第三者による発信者確認

2. 行政発の情報

3. 公的機関のサイトの真正性

❖ 経済的損失と詐欺被害の防止
4. フィッシング詐欺対策

❖ 民主主義への寄与、公正な社会に貢献
5. 選挙に関する情報の真正性

目指す「OPのある社会」の例として、「生命・健

康・安全の確保」「経済的損失と詐欺被害の防止」「民

主主義への寄与、公正な社会に貢献」に関わる5つのユー

スケースを想定しました。

OPがあることにより、発信者に関する情報をユーザ

ーが確認できるようになります。

OPが無ければ、より注意深い確認をユーザーに喚起

することを意味し、結果として真偽を見分けられる可能

性も高まります。

どのようなユーザーも、必要な情報に安心してアクセ

スでき、悪意のある情報にほだされることがないなど、

情報格差がなくなる社会でもあります。
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第三者による発信者確認

OP情報で情報発信者の実在、性質を表示。
ユーザーの判断の助けとなる

報道機関を偽装したサイトが存在する中、誰が発信した情報か、責任ある団体が発信した情報なのか、業界団体などの第
三者が確認したうえで付与されるOP情報が、信頼の担保になります。

OPを活かした検索結果表示や
絞り込みが可能になるなど、
情報収集の入り口でも活用

OPが正常表示

検索、AI、SNSなどが広くOPを活用し、
発信者確認済みの回答生成や

連携先確認済みのエージェント連携へ

現在

一歩先

将来の
スコープ

目視で
真正性を確認

情報の整理に
OPを活用

AI、外部情報とも
連携

第三者が発信者の
実在を確認

生命・健康・安全の確保

業界団体

しんぶん
っぽい

ニュースの発信者が
業界団体によって確認済みなら信頼できる

ユースケース
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行政発の情報

OP情報でホームページの真正性を確認

災害後の生活再建支援給付制度など、犯罪ターゲットにされやすい行政情報において情報の真正性は住民にとって特に重
要です。また、OPによる真正性証明が行政業務の混乱防止にもつながります。OPとは何かの広報、情報リテラシーの啓
もう活動もカギとなります。

メールアプリでもOPを活用
送信者やリンク先の自動確認

OPが正常

アプリ内AIやAIエージェント連携でも
OPによりサイト・リンクや検索結果
などの真正性を自動的に確認可能に

現在

一歩先

将来の
スコープ

目視で
表示を確認

ブラウザや
メーラーが

OPを自動確認

AI、外部情報とも
連携

本物と確認でき、
安心して手続きできる

生命・健康・安全の確保

行政公式

ユースケース
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公的機関のサイトの真正性

OPに含まれる発信者情報には
公的機関かどうかも含まれる。
拡張機能を使って目視確認

「ヨウ素うがい薬を飲むと放射能を防げる」「あなたが捜査対象になっている」など、偽情報や公的機関をかたる偽サイ
トによる詐欺的行為をOPによって見分けられるようになります。保健所や警察など公的機関のサイトを本物であるとユー
ザーが確実にわかるのです。

ブラウザは発信者のOP情報で
表示のソートや絞り込みも可能に

公的機関を選ぶことも

OP情報の確認

AIクローラ、AIエージェントと連携可能に
なり、OPを踏まえた情報検索が可能に

現在

一歩先

将来の
スコープ

発信者の性質を
拡張機能で目視

公的情報を
優先確認

AI、外部情報とも
連携 区の保健所のホームペー

ジによると、噂で聞いた
健康情報は間違いだ

生命・健康・安全の確保ユースケース
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フィッシング詐欺対策

フィッシング詐欺には、ユーザー自身
によるサイトのOP情報確認が重要

OP対応ブラウザでは詐欺サイトの多い業界のOP対応企業リストに加え、ユーザのアクセスしたOP対応サイトの履歴を保
持します。ブラウザとAIがOP対応のリストと履歴を参照しつつ、偽サイト・フィッシングサイトへのアクセスを自動的に
ブロックします。

端末の履歴から不審と判断したサイトは
遮断するようブラウザやメーラーに設定

ブラウザ履歴と
OP対応リストを照会

決済業界のOPガバナンスと自動連携し、
不審サイトにアクセスしない、AIエージェ

ントがクロールしない等の措置

現在

一歩先

将来の
スコープ

目視で
不審URLに気づく

ブラウザが
不審URLを遮断

外部情報と
自動連携

経済的損失と詐欺被害の防止ユースケース
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OP確認済み

選挙に関する情報の真正性
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OP本来の機能で動画素材やサイトの改ざん可能性を検知できます。また、たとえば選挙管理員会による候補者のOP認証が
行われれば、配信先やSNSなど多様なサイトでOP情報を表示でき、偽情報認知の可能性が飛躍的に高まります。

現在

一歩先

将来の
スコープ

民主主義への寄与、公正な社会に貢献

OPを利用した
警告

OPを見て
人が判断

選管公式OPで
本物とわかる

AI、外部情報とも
連携

候補者各自で第三者団体から認証を受け、
ユーザーは自身でOP情報を確認、判断

選挙管理委員会が候補者を認証し、
候補者は公式サイトや動画にOPを付与

SNSなども偽アカウントを作らせない
偽情報の投稿表示を抑制することも可能に

選管認証OP情報を
SNSなどでも表示へ

ユースケース

or 改ざん可能性
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OPエコシステム浸透へ
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OPによる信頼のエコシステム浸透の道のり

■社会の中でOPの浸透、成長

• メディアや自治体から利用が広がり、誰でもOPを広く試せる・使えるように

• 記事・情報の出所が明らかになり、ユーザーが判断材料にできる

■ OPはAIをはじめとした情報空間の基盤に

• ブラウザやAIエージェントがOPを活用する機能を増やしていく

• OP技術ベンチャーが新たなビジネスやサービスを生み出す

• 信頼を基盤としたウェブと情報空間の発展が始まる

■ OPを礎に情報空間の発展が進み、新たなインターネットへ

• ブラウザやAIサービスが利用者を詐欺や脅威から保護

• あらゆるプラットフォームで、情報・サービス・エージェントの信頼性を確認

• 信頼できる情報社会へ

OPエコシステム浸透へ
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①ユーザが試せるようになる、広がる

信頼のエコシステム浸透に向けたOP-CIPのアクション

②広報活動、標準化活動

③OPが広く活用される

• だれでも簡単に試せるOPへ: 拡張機能のストア登録、拡張機能同梱インストーラ配付など

• OP の価値と可能性を示すデモやプロトタイプを拡張機能として提供

• 未来のブラウザやAIサービスのプロトタイプを提示

• OPのある世界を技術仕様とコンセプト実装例を見せつつ広報活動

• ブラウザ・ウェブやAI・広告業界のコミュニティ・標準化会議に参加・提案

• ウェブに信頼を取り戻すオープンな技術コミュニティとして技術開発と啓蒙活動

• ブラウザやAIサービスがコンテンツやサービス提供元を自動的に確認し利用者を守る
• AI、SNS、広告取引、検索などのプラットフォームが広くコンテンツの出所、サービスやエー
ジェントの提供元をOPで確認し、信頼できる情報社会を実現

OPエコシステム浸透へ
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